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研究成果の概要（和文）：　期間内に30回の研究会を開催し、オスマン民法典（メジェッレ：以下M法典）の債
権法部分に関して、総合的および個別的研究を実施し、M法典の売買編、賃約編、保障編・債務引受編をそれぞ
れ刊行した。
　M法典の質編、預託物編、贈与編、侵奪・毀損編を暫定的に訳出し、ほかの各国法との比較研究を実施した。
これらの暫定訳は、イスラーム債権法と近代西洋債権法との比較、「中東法」モデル化の基礎資料として位置づ
けられる。
　M法典に関する国際ワークショップを国内で開催し、研究代表者が、トルコ主催のM法典国際シンポジウムにお
いて招待発表を行い、本研究プロジェクトについて発信した。

研究成果の概要（英文）：We had study meetings 30 times through which we analyzed the part of law of 
obligations of the Ottoman civil code (Mecelle) both collectively and individually.  As a result, we
 published Japanese translation of the Books of Sale, Hire, Guarantee, and Transfer of Debt.
  We translated the Books of Pledges, Trusts and Trusteeship, Gift, Wrongful Appropriation and 
Destruction tentatively, then studied them in comparison with the other laws of obligations.  These 
tentative translated Japanese texts are to be basic materials for comparative study of law of 
obligations between Islamic law and Western modern law, and making Mecelle as 'Modern Middle Eastern
 Law' model.
  We also held the international workshop related to Mecelle in Japan, and the research group leader
 had the invited presentation in the international Mecelle symposium held in Turkey, where he talked
 about this research project.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、イスラーム法や中東地域における法研究において重要な意味を持つにも関わらず、研究の遅れている
M法典を、さまざまな専門の研究者のみならず、弁護士などの法実務家を交えた学際的な研究体制によって、比
較法的、法制史的、社会史的観点から研究する点に特徴がある。また、8言語以上の多言語テクストを用いて分
析するという点においては、世界でも前例のない研究であり、今後の近現代のイスラーム法研究に新展開をもた
らすことが期待できる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 従来の通説によれば、オスマン民法典（メジェッレ。以下、M 法典）はイスラーム法に基
づく「オスマン民法典」（ただし内容的にはほぼ債権契約法典）として 19世紀半ばに編纂され
た。当時のオスマン帝国は中東からバルカン半島にわたる広範囲の地域を支配していた。M法
典の影響は中東の主としてアラブ諸国やイスラエルに限定されていたと考えられがちであるが、
近年、研究代表者が中心となって行っている研究によって、M法典は当時の帝国に居住する主
要な「民族」の言語（オスマン・トルコ語、アラビア語、ギリシア語、アルメニア語、ブルガ
リア語）、主要ヨーロッパ言語（英語、フランス語）のみならず、帝国外の言語であるセルビア・
クロアティア語、マレー（ジャーウィー）語、ロシア語、ヘブライ語、ペルシア（ダリ―）語
などに翻訳されていたことが明らかとなった。うち、マレー語版M法典は、1913年に英領マ
レーの一部で公布された。また、中東の近現代法のうちで、特にイスラーム法を反映したそれ
は、ほぼ例外なくM法典を（部分的にせよ）立法資料とする。非西洋系の法律がこれほど広範
囲に影響を及ぼす例は近代以降では極めて稀であり、M法典の重要性は明らかであるが、その
重要性に比べてM法典そのものの研究は遅れている。 
(2) 従来の研究 (Norman Anderson, Law Reform in the Muslim World, 1976) においては、
19世紀におけるオスマン帝国の司法改革において実施された商法や刑法、民事訴訟法、刑事訴
訟法などが西洋法をモデルとするのに対し、唯一M法典のみがイスラーム法をベースとして制
定されたことが強調されてきた。その結果、M法典は、イスラーム法の近代的な表現として理
解されがちである。こうした理解は、M 法典以降の中東の近現代法にもあてはめられている。
その結果、これらの諸法はもっぱらイスラーム法への忠実性、つまりM法典を含むイスラーム
法の典拠に基づく規定や原則をどれだけ含むかという観点から比較され、M 法典に由来する
（イスラーム法ではなく）債権契約法としての共通性は分析されてこなかった。 
(3) しかし、M 法典を含む中東の近現代法をイスラーム法の影響という点から分析するのは元
来適切ではない。そもそもイスラーム法自体、ローマ法等の先行法の影響を受けつつ成立し、
その後も各地の慣習法や制定法と融合しつつ発展してきた。むしろこれらの伝統的な法と、多
くの地域では植民地体制と共に移入された西洋法が融合した「中東法」というモデルを用いる
ことが、中東の近代法の分析には有用であろう。特に中東を越えて広がったM法典の法的な変
容・発展の研究のためには、中東に関するイスラーム法および法制度、オスマン帝国史、地域
研究のみならず、近代民法・民事訴訟法、比較法の専門家をも加えた幅広い人材による共同研
究が必要となる。さらに上述の言語すべてとは言わないまでも、理解のための基本となるオス
マン・トルコ語、アラビア語、英語、フランス語、ラテン語の読解知識は必須である。 
(4) このような背景の下、本研究は、中東の近現代法に対するM法典の影響を具体的に明らか
にすると同時に、比較法的観点からのM法典の性質の検証や、同法の法制史的・社会的意義に
総合的に踏み込んだ研究を目指す。 
 
２．研究の目的 
(1) 上記のような研究上の問題点を踏まえて、本研究は、債権法を中心とする「中東法」のモ
デル化とその比較法的意義を歴史的ならびに法実務的な観点から明らかにすることにある。具
体的には、オスマン帝国時代末期に制定された M 法典の条文分析をもとに、M 法典と現代イ
スラーム地域の各国（エジプト、シリア、イラク、イラン、アラブ首長国連邦、マレーシア）
の民法および西洋諸国・日本の民法該当部分について個別的・総合的に比較考察する。 
(2) その一環として期間内に国際ワークショップを開催し、海外の研究者とも連携しつつ、最
終的には研究論集を公刊する。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究は、各年度別のテーマ（一般原則、売買、賃約、担保権）に即し、下記 3 つの作業
を並行的に進める。①基礎資料となるM法典条文の比較と確定：イスラーム法、比較法、民法、
中東地域に関する研究者および弁護士・法実務家からなる学際的な研究会メンバーが、同法典
の主要な条文の言語や版による異同や誤りを確認し、比較研究の基礎となる条文の理解を確定
する。②M法典およびその影響下の現代イスラーム地域民法との比較法的考察：現代イスラー
ム地域および西洋諸国の債権契約法を、各地域の専門家を中心に個別に研究し、その結果を比
較総合して③に繋げる。外国の研究者と連携して国際ワークショップを開催し、研究の進展を
図る。③論集の作成：各年度の学術的な成果発表と共に、より一般的な成果公開を目指す。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究においては、バランスの良い研究を進めるべく、総合的な枠組みとして年度ごとに、
暫定的に訳が確立した編の条文を見直すとともに、まだ着手していない部分を並行して訳出す
ることとした。期間内全体で 30回の研究会を実施したが、初年度にあたる平成 27 年度には序
編および第 1 編（売買）を、翌平成 28 年度には第 2 編（賃約）を、残る 2 年度の期間で第 3
編（保証）および第 4編（債務引受）を刊行した。これらの刊行物は単なる訳注にとどまらず、
メンバーの手になる、イスラーム債権法の該当部分に関する優れた論文を収録するものである。 
(2) 新たな訳の検討としては、期間内に第 3編（保証）の残り、第 4編（債務引受）、第 5編（質）、
第 6編（預託物）、第 7編（贈与）、第 8編（侵奪・毀損）を訳出し、第 9編（禁治産・脅迫・



先買権）の訳出に着手した。これらの訳は暫定ながら、イスラーム法における債権法と近代西
洋法等の債権法との比較、「中東法」モデル化の基礎資料として位置づけられる。 
(3) 条文の検討を通じて、イスラーム債権法と「中東法」モデル化につながる発見や比較が進
んだ。その中でも大きな発見としては、20 世紀後半に制定されたアラブ首長国連邦民法は、法
源規定の部分でハンバル派とマーリク派を優先し、それに見いだされない規定については他法
学派を採用することが明記されているにも関わらず、契約の分類にハナフィー派の 5分類を採
用している。契約分類という債権法上きわめて重要な法規定に他学派を採用していること自体、
19 世紀以降に進んだイスラーム法学派の学説標準化の顕著な例であると言える。M法典の影響
かどうかまでは判断できないものの、中東地域における法文化のあり方を探るための「中東法」
モデルの有効性を想定できる好例と言えよう。 
 比較法の観点からは、日本民法や弁護士など法実務家から、イスラーム債権法におけるズィ
ンマ（dhimma：暫定的に「債務負担能力」の訳語をあてた）の難解さが指摘された。ズィンマ
自体は多義的な概念で、例えばムスリムによる非ムスリム庇護契約などにも用いられる（ゆえ
に、このような非ムスリム庇護民をアフル・アッ-ズィンマ、ズィンミーと称する）。ズィンマ
の定義は、本研究で検討した債務保証と債務引受の区別とも関わり、ハナフィー派を含むスン
ナ派４法学派の多数説では、債務保証を「債務者の債務負担能力」を「保証人の債務負担能力」
に付加することと定義され、債務引受については、債務者から債務引受人に債務が「移転」す
ることと定義される。対して、シーア派では、債務保証も債務引受も債務の「移転」と定義さ
れることから、いずれの場合も、債権者は保証人のみに債務を請求することとなる。 
(4) 主な海外学会や国際ワークショップにおける研究活動としては、平成 29年度に、大河原が、
トルコで開催されたM法典に関する国際シンポジウム International Mecelle Symposium に招
待され、本研究における研究成果を公表するとともに、トルコや中東、ヨーロッパにおけるM
法典研究者たちと討論を行った。また、米ユタ大学教授の Chibli Mallat氏を日本に招聘し、
国際ワークショップMaking of the Modern Islamic Lawを開催し、19世紀のオスマン帝国全
般およびレバノンの司法制度の実態の解明を進めた。分担者の伊藤は、ドイツで開催された国
際ワークショップで 19 世紀セルビアと日本における民法典起草に関する発表を行った。平成
30 年度には、神戸大学滞在中のユルドゥルム・ベヤズト大学（トルコ）の法学研究者 Ahmet 
Kılınç氏を東京の研究会に招いて、M法典における成年に関するレクチャーを実施した。年度
末には、大河原が、ドイツでの国際ワークショップにおいて本研究の成果の一端を発表した。 
(5) 調査活動としては、平成 27 年度に代表者の大河原が、ブルガリア国立キリル・メトディ図
書館所蔵のブルガリア語訳M法典ほかの史資料を、分担者の桑原が、マレーシア国立公文書館
所蔵のマレー語訳 M 法典ほかの史資料を、分担者の磯貝真澄が、ロシアにおいてロシア語訳
M法典ほかの史資料を、協力者の阿部が、イランにおいてペルシア（ダリ―）語訳M法典（第
1～100条分のみ）を収集した。平成 28 年度には、研究分担者の堀井がイランにおいてシーア
派の法学関係史資料を調査・収集し、大河原が外国の研究者と連携してウルドゥー語訳M法典
を入手した。平成 29 年度には、招聘した上述のマッラート氏よりオスマン帝国時代に刊行さ
れたアラビア語判例集である『Huquq（法律）』誌の一部を入手した。平成 30年度には、大河
原がトルコとイランにおいて司法制度関連の史資料を収集したほか、第一東京弁護士会・現代
中近東法部会が主催したエジプト司法制度調査に大河原、協力者の竹村、大石と奥村が参加し、
司法の実態に関する貴重な情報や知見を得た。 
(6) 第 1 編（売買）、第 2 編（賃約）、第 3 編（保証）および第 4 編（債務引受）の刊行作業を
通じて確定された訳語については、簡易の語彙データベースにアップされ、検索できるように
した。今のところ、内部利用の段階にとどまっているが、将来的にはウェブ公開に向けて整備
を進めていくことが期待される。 
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